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１ 埼玉県総合評価方式について

① 導入状況
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Ｈ２４の実施割合は全工事データの確認作業中のため速報値



Page 5

実施状況（契約額）
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実施状況（件数－金額）
件数(１９．８％)＜金額(３９.７％)金額の大きい案件に適用傾向
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工事成績評定の推移
総合評価の成績は横ばい 総合評価以外の成績は伸びている
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入札形式別の落札率
総合評価方式はそれ以外の入札と同様に価格競争が行われている
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落札率分布状況（平成２４年度）
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逆転落札の状況
～逆転落札の増加～ 近年の逆転落札は、通常の総合評価の落札よりも低い
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１ 埼玉県総合評価方式

② 平成２５年度の取り組み
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簡 易 型 必須評価項目 +

+

技術提案型Ｂ

技術提案型Ａ

+

=

=

= 必須評価項目

必須評価項目 +

+

選択評価項目

選択評価項目

選択評価項目

総合評価方式のタイプ
～２形式３タイプ～

簡易型（課題等を設定せずに主に実績を評価するタイプ）

技術提案型（課題等を設定し評価するタイプ）

（参考）平成２４年度タイプ別実施状況

・施工管理の適切性or
・発注者が指定する課題

・技術提案（数値提案）
・実現するための方法

タイプ 簡易型
技術提案型

合計
Ａタイプ Ｂタイプ

件数 2４２ 7９ 0 ３２１

割合 7５.４% 2４.６% 0.0% 100.0%

埼玉県
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必須評価項目（タイプに示す必須の評価項目）

Ａタイプ Ｂタイプ

工事成績評定 2 ◎ ◎ ◎

施工実績 1 ◎ ◎ ◎

災害防止活動等の実績 2 ◎ ◎ ◎
実績無い業種（建築等）は実績

部分を評価項目としない。

ＣＯ２削減対策 1 ◎ ◎ ◎

工事成績評定 2 ◎ ◎ ◎

施工経験 1 ◎ ◎ ◎

工程管理の適切性 5 ◎ ○

品質管理の適切性 5 ◎ ○

安全管理の適切性 5 ◎ ○

発注者が指定した課題への対応 5 ◎ ○

技術提案 6 ◎

技術提案実現の方法 4 ◎

◎：必須評価　○：選択評価　　

評価項目 配点 簡易型

技術提案型

備考

必

須

評

価

項

目

企業の技術能力
　企業の成績と実績は、原則

　どちらか一方のみ採用する。

企業の社会的貢献度

配置予定技術者

の

技術能力

　技術者の成績と実績は、原則

　どちらか一方のみ採用する。

施工管理の適切

性

発注者が指定し

た課題への対応

技術提案

技 術提案実現の方

法

or oror or

or oror or

一

つ

以

上

タ
イ
プ
共
通

Ａ
必
須

Ｂ
必
須

埼玉県
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選択評価項目（工事内容等を勘案し適宜選択）

評価項目 配点 簡易型
技術提案型

備考
Ａタイプ Ｂタイプ

選
択
評
価
項
目

※

変
更
の
み
抜
粋

企業の技術能力

ＶＥの提案 1 ○ ○ ○

新製品・新技術紹介制度等の登録 1 ○ ○ ○

優秀工事表彰 1.5 ○ ○ ○

ＩＳＯ取得状況 1.5 ○ ○ ○

配置予定技術者の
技術能力

技術者の専門技術力（ヒアリング） 3 ○ ○ ○

当該工事の理解度・取組姿勢（ヒアリング） 3 ○ ○ ○

技術者の対応能力（ヒアリング） 3 ○ ○ ○

保有する資格 1 ○ ○ ○

優秀技術者表彰 1 ○ ○ ○

企業の地域精通度 地理的条件 1 ○ ○ ○

企業の社会的貢献度

企業の社会貢献（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ、県
の重要施策等研修への参加）

1 ○ ○ ○

除雪契約実績 1 ○ ○ ○
原則一つ以上選択する。

障害者雇用 1 ○ ○ ○

その他

県内下請の選定 1 ○ ○ ○

県産資材の選定 1 ○ ○ ○

契約実績比率 1 ○ ○ ○

難工事完了実績 1 ○ ○ ○

新製品・新技術マッチングモデル事業の選定 1 ○ ○ ○

企業倫理や信頼性等

入札参加(指名)停止措置(入札参加(指名)除外措置) -1 ○ ○ ○

不正軽油の使用による法令違反 -1 ○ ○ ○

ディーゼル不適合車の使用による法令違反 -1 ○ ○ ○

過積載による法令違反 -1 ○ ○ ○

総合評価の不履行 -1 ○ ○ ○

入札契約に関す不当な強要行為 -1 ○ ○ ○

死亡事故 -1 ○ ○ ○

埼玉県
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事務負担の軽減に向けた取組

入札参加者、発注者双方の事務負担軽減

自己採点型の試行（試行を継続）

技術資料の電子提出を試行（試行を継続）

技術資料の提出書類の削減

Page 16

発注者・評価者

評
価
の
自
己
採
点
＋
入
札
価
格

通常型 自己採点型

総合評価の技術資料の
評価（1者）

落札候補者の決定

公告

開札

落札者決定

入札参加者

提出

通知

提出

入札書

総合評価自己採点
申請書（１枚）

全参加者

入札参加等確
認書類

総合評価の技術
資料

（自己採点の
根拠）1者

発注者・評価者

入札参加資格審査

落札候補者の決定

公告

開札

落札者決定

入札参加者

入札書

入札参加等確
認書類

総合評価の
技術資料
（約50枚）
全参加者

提出

提出

通知

提出

入札参加資格審査

総合評価の技術資料の
評価（全参加者分）

評
価
の
得
点
＋
入
札
価
格

事務負担の軽減に向けた取組
自己採点型の導入（試行継続）

埼玉県
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２ 事務負担の軽減に向けた取組
技術資料の電子提出

工事名
工事箇所
入札参加者名
ｳｨﾙｽ対策ｿﾌﾄ情報

before after

紙ベースで提出 ＣＤ－Ｒで提出

電子で作成→紙にプリントアウト → 提出→電子に変換

（入札参加者） （発注者） （入札参加者） （発注者）

電子で作成 → 提出

技術提案型は全件、技術資料を電子データで提出
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「企業の社会的貢献の実績」：（例）ボランティア活動

２ 事務負担の軽減に向けた取組
技術資料の簡素化（提出書類の削減）

協定書、
認定書又は感謝状

before
ボランティア活動証明書（1枚）

after

実績を証明する書類
（報告書等）

写 真

「ボランティア活動実績証明」請求書 

 
埼玉県○○県土整備事務所長様 
（県機関等の施設管理者名） 

                平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日 

申 請 者（ボランティア実施企業） 

住 所 さいたま市○○○ 

商号又は名称 ○○建設株式会社  

代 表 者 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ ○印 

 
 埼玉県総合評価方式の技術資料（「ボランティア活動実績」を証明する書類）と

して利用するため、下記のボランティア活動について実施したことを証明願います。 
 

記 

協定書、認定書及び 

感謝状の内容 

 

名 称 彩の国ロードサポート団体認定書 

団体名 ○○○○会 

相手方 ○○県土整備事務所長 

ボランティアの実施

内容 

(実施日は、１年度間の

実績を記入) 

実施日 平成○○年○○月○○日 外 ○回 

施設名 一般県道○○線 

場 所 ○○市○○地先外 

内 容 道路清掃 

※ 提出書類は次の①及び②を提出してください。 
①本様式２部（証明書、証明者控え） 
②活動実績が証明できる書類１部（活動報告書、写真等） 
 

ボランティア活動実績証明書 

上記の活動について実施したことを証明します。 

 
（証明者側記入欄） 

○ ○ 第 ○ ○ ○ ○ 号                  

平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日 

機 関 名  埼玉県○○県土整備事務所 ○印 

 

                 

赤色部分は申請者が記入する 

緑色部分は証明者が記入する 

埼玉県総合評価指定様式 

※ 証明書は、県及び県関係公社等の施設管理に関するボランティア活動において、企業

単体で１年度間に１回以上実施した場合に発行して下さい。（埼玉県建設管理課） 
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制度の適切な運用に向けた改善
技術提案のみ型の拡大

「技術提案のみ型」を試行拡大

アンケート結果から「技術提案のみ型の拡大」
（実績のない会社も受注可能にという意見多数）

「工事成績評定」や「施工実績」など企業や配置予定技術者の
持つ基礎点を評価せず、企業の技術力だけを評価する

埼玉県
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選択評価項目（技術提案Ａ・のみ工事の評価項目設定例）

評価項目設定例（技術提案型のみ工事の設定例）

評価項目 配点
技術提案Ａ

設定例
備 考

技術提案のみ
設定例

備 考

必
須
評
価
項
目

企業の技術能力
工事成績評定 2 ◎

どちらか１項目
×

施工実績 1 ◎ ×

企業の社会的貢献度
災害防止活動等の実績 2 ◎ ×
ＣＯ２削減対策 1 ◎ ×

配置予定技術者の技術能力
工事成績評定 2 ◎

どちらか１項目
×

施工経験 1 ◎ ×

施工管理の適切性・
発注者が指定した課題への対
応

工程管理の適切性 5 ◎
品質管理の適切性 5 ◎
安全管理の適切性 5 １項目以上選択 ◎ ３項目以上選択
発注者が指定した課題への対応 5 ◎

技術提案 技術提案 6
技術提案実現の方法 技術提案実現の方法 4

選
択
評
価
項
目

企業の技術能力

ＶＥの提案 1 ×
新製品・新技術紹介制度等の登録 1 ×
優秀工事表彰 1.5 ×
ＩＳＯ取得状況 1.5 ×

配置予定技術者の技術能力

技術者の専門技術力（ヒアリング） 1 △ △
当該工事の理解度・取組姿勢（ヒアリング） 1 △ できるだけ設定 △ できるだけ設定
技術者の対応能力（ヒアリング） 1 △ △
保有する資格 1 ×
優秀技術者表彰 1 ×

企業の地域精通度 地理的条件 1 ○ ×

企業の社会的貢献度
企業の社会的貢献の実績 1 ○ ×
除雪契約実績 1 ○ ×
障害者雇用 1 ○ ×

その他

県内下請の選定 1 ○ △
県産資材の選定 1 ○ △
契約実績比率 1 ×
難工事完了実績 1 ○ ×

企業倫理や信頼性等
（減点項目）

入札参加(指名)停止措置 -1 ×
不正軽油の使用（減点対象） -1 ×
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ不適合車の使用による法令違反 -1 ×
過積載（改善指導） -1 ×
総合評価の不履行 -1 ×
指名強要行為 -1 ×
死亡事故 -1 ×
配点の合計 15～30点程度 15～30点程度

◎ 必須評価項目 ○ 評価項目 × 選択しない △ 必要に応じて選択

or

or

埼玉県
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評価項目、評価基準の改善・整理
マッチングモデル事業の評価項目新設

新製品・新技術マッチングモデル事業の促進

評価項目 配点

1

0

※５　「発注者提案型」と「応募者提案型」いずれのタイプでも評価の対象とする。

(ｵ)新製
品・新技術
マッチング
モデル事業

の選定

　　　公告日において有効性が確認されている製品・技術を選定する場合、評価の対象とする。

　　　また、「一定条件下で有効性を確認」されたものは評価の対象としない。

評価基準

県の新製品・新技術マッチングモデル事業※５に採用され、有効性が確認され
ている製品・技術を選定する。

なし

埼玉県
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評価項目、評価基準の改善・整理
マッチングモデル事業の評価項目新設

埼玉県

募集テーマ 採用製品・技術名 提案者名 概要等 事後評価概要

道路冠水の改善・解消
歩車道の雨水循環
システム
「プラックス」

共和
コンクリート
工業株式会社

人にやさしい
平板の利用

熱交換塗料を塗布した
平板ブロック

アルバー工業
株式会社

歩行者専用
側道橋の設置

斜角門形カルバート
カイエー共和
コンクリート
株式会社

【施工前】

【完成】
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制度の適切な運用に向けた改善
技術者の重複申請制度の変更

技術資料と同時に重複申請（技術資料様式）を受領する仕組であった。
①埼玉県発注の総合評価方式工事同士の場合のみ適用していた。
②総合評価方式工事と価格競争入札工事の重複は認めていなかった。

（課題）配置予定技術者への制限が多く、入札に参加に支障

変更前 （埼玉県発注）

総合評価Ａ工事

（埼玉県発注）

総合評価Ｂ工事

（他機関発注）

総合評価Ｃ工事

（埼玉県発注）

価格競争Ｄ工事

落札候補者通知

契 約落札候補者通知

配置 不可の連絡

重複不可

重複不可

配置予定技術者

Ｔ さん

重複申請
（技術資料様式）

重複申請
（技術資料様式）

埼玉県
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制度の適切な運用に向けた改善
技術者の重複申請制度の変更

重複申請書の提出を廃止し、落札候補者通知の受理後に『配置予定技術者
に係る配置不可申請書』を提出する仕組みに変更

①埼玉県以外の発注工事との重複も認める。
②総合評価方式工事と価格競争入札工事の重複も認める。
③落札候補者決定後に配置不可申請ができる。
④配置不可申請は埼玉県が発注する総合評価方式工事にのみ申請できる。

変更後

入札参加者の保有技術者の効率的な活用や受注機会の拡大を期待

契 約

契 約

契 約
（埼玉県発注）
総合評価Ｂ工事

（埼玉県発注）
価格競争Ｄ工事

（他機関発注）
総合評価Ｃ工事

（埼玉県発注）
総合評価Ａ工事 落札候補者通知

配置予定技術者に
係る配置不可申請書

落札候補者通知

落札候補者通知

落札候補者通知

配置予定技術者
Ｕさんを配置

配置予定技術者
Ｖさんを配置

技術者Ｔさん

技術者Ｕさん

技術者Ｖさん

配置予定技術者
Ｔさんを配置

Ｔさん

Ｕさん

Ｖさん

埼玉県
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○ 配置予定技術者の候補数について
配置予定技術者は、３名まで候補者を挙げることができる。
配置予定技術者を複数名挙げる場合は、各候補者について、入札説明書で指示される評価項目「配置予定技術者の

技術能力」に係る技術資料を作成する。
この場合、候補者として挙げられた者のうち、技術評価点の合計点が最も低い者の評価点をもって評価する。

○ 配置予定技術者
配置予定技術者が落札候補者決定通知を受けた時点において、先に落札した他の工事に配置されたため、配置でき

なくなった場合は、落札候補者通知日の翌日までに発注者に対して「配置予定技術者に係る配置不可申請書」にて配
置予定技術者の配置のできなくなった旨を申請することができる。

○ 配置技術者について
契約後、技術資料に記載した配置予定技術者を、主任技術者または監理技術者、若しくは現場代理人（以下「配置

技術者」という）として配置する必要がある。
配置予定技術者を複数名挙げていた場合、その内少なくとも１名が配置技術者として工事に従事することが必要。

○ 配置技術者の途中交代について
契約工期内における配置技術者の途中交代は、原則認ない。

ただし、配置技術者の病気、けが、退職、死亡など予測不能なやむを得ない場合のほか、次に掲げる場合については、
この限りではない。

① 受注者の責によらない理由による工事中止または工事内容の大幅な変更が発生し、工期が延長された場合
② 当該工事の総合評価方式特記仕様書に定める理由による場合
③ その他、発注者が認めた場合

ただし、いずれの場合にも交代後の配置予定技術者が、交代前の配置技術者と同等以上の技術能力を有すると
発注者が認めた場合に限る。

配置予定技術者

埼玉県
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価格の見なし評価

評価値または総合評価点の算出をする際の
埼玉県独自ルール

（価格のみなし評価）

評価値または総合評価点の算出にあたり、入札価格が調査基準価格（税抜）
を下回った場合には、調査基準価格（税抜）を入札価格として見なす。
なお、契約は入札価格とする。

※みなし評価の取り止めを実施する際には、入札説明書にみなし評価を取
りやめることを明記する。

埼玉県
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高

入
札
価
格
金
額

低

予定価格（税抜）

みなし評価の概念図

調査基準価格（税抜）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

低
入
札
価
格
調
査
対
象

失格基準価格（税抜）

失格

入札価格が調査基準価格（税抜）を下回った
場合には、入札価格を調査基準価格（税抜）
として評価値を算定する。

低入札価格調査制度実施要領に基づく調査の
結果、適切な入札価格であったと認められな
い場合は、落札者（落札候補者）としない。

失格基準価格（税抜）を下回った入札は、失
格とする。

価格の見なし評価

Ｃ：

Ｄ：

【Ｃの入札例について】

・入札価格は調査基準価格を下回っている。

・しかし、入札価格が調査基準価格（税抜）を下回った場合には、下回った分の評価はしない。

・入札価格は、調査基準価格（税抜）と同額であったと「みなして」評価値を算定する。

・ただし、契約はみなす前の純粋な入札価格を用いた金額となる。

埼玉県

２ 具体的な品質確保の取り組み

① 低入札対策



1 公共調達改革

公共工事をめぐる不祥事が全国で発覚…３県で現職知事が逮捕される

『都道府県の公共調達改革に関する指針』 を作成

全国知事会で 『公共調達に関するプロジェクトチーム』 を設立…上田知事が座長

各都道府県において工程表を作成し、改革を推進

公共調達改革の経緯

埼玉県の公共調達改革

平成18年

• 電子入札の全面導入

• 1千万円以上の入札に一般競争入札を原則適用

• 総合評価方式の拡充 など

埼玉県公共調達改革推進工程表（平成18年度～21年度）

• 公正、公平な競争環境の継続維持（見積提案型競争入札の実施など）

• 地域を支える地元建設業への支援（技術修得型ＪＶの活用など）

• 更新、維持管理の時代に適合した調達方法の導入（入札参加意思確認型契約方式の導入など）

埼玉県公共調達改革推進工程表（平成23年度～25年度）
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埼玉県

2 一般競争入札の適用範囲（１千万円以上）

１千万円以上の工事は原則全て一般競争入札

• 埼玉県公共調達改革推進工程表（平成１９年２月）

１千万円以上の工事で一般競争入札の適用を除外できる場合

• 「一般競争入札の適用除外について」（Ｈ２１．５．１４入企第２９号）

緊急を要する工事

• 災害時における応急的な復旧工事

• 災害の未然防止のための緊急工事

• その他、県民の生命財産を守るために真に緊急に発注する必要がある工事

一般競争入札に付すことが適さないと認められる工事

• 一般競争入札を複数回実施しても落札者が決定しない工事

• 再度公告入札を実施する時間が確保できない工事（学校施設等、夏休み期間に
施工しなければならない工事の入札が不調・不落となった場合等）

• その他
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埼玉県



３ 一般競争入札の適用範囲（１千万円未満）

１千万円未満の工事における一般競争入札の実施（Ｈ２３．９．１～）

• ５百万円以上１千万円未満については、一般競争入札を実施（Ｈ２３年度は件数で４割を目標）

• ５百万円未満については、必要に応じて一般競争入札を実施できるものとする。

５百万円以上１千万円未満の工事で一般競争入札の適用を除外できる場合

緊急を要する工事

工事の地域性を考慮すべき工事

• 特に機動力のある地元企業による施工が求められる工事

• 特に土地勘のある地元企業による施工が求められる工事

• 特に近隣住民対応等が必要となる工事

一般競争入札に付すことが適さないと認められる工事

• 一般競争入札を複数回実施しても落札者が決定しない工事

• 再度公告入札を実施する時間が確保できない工事

• 特殊な業態のため、一般競争入札に対応できる業者が極めて少ない工事

１千万円未満の工事については地域要件の設定で緩和規定があり
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埼玉県

４ 最低制限価格と調査基準価格

Ｆ社

失格基準価格

調査を実施し、
適正な履行が可能
であれば落札

失 格

Ａ社

Ｂ社

Ｄ社

Ｅ社

Ａ社

Ｂ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｆ社

最低制限価格

調査基準価格最低制限価格

予 定 価 格

【工 事】
・原則、全ての工事（ＷＴＯ、総合評価除く）

【土木施設維持管理】
・道路、河川、砂防、上水道、公園等の機能や構造の

維持、保全を図る全ての業務委託
・単価契約（材料調達に係る単価契約などを除く）

【業務委託】
・建設工事に係る設計、調査、測量業務委託

（ＷＴＯ除く）

【工 事】
・ＷＴＯ、総合評価方式

【業務委託】
・建設工事に係る設計、調査、測量業務委託（ＷＴＯ）

対象 対象

Ｃ社Ｃ社

失 格

失 格

調査基準価格

落 札

※ 随意契約には適用しない
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※業務委託は除く

埼玉県



５ 最低制限価格、調査基準価格の算出式

※「土木関係の建設コンサルタント業務」及び「補償関係コンサルタント業務」においては、使用する積算基準書等の体系により
上段、下段を使い分ける。
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工事、土木施設維持管理

工事に係る設計等業務委託

【設定範囲】 【算定式】 ※算定式によるもののほか決裁権者が定める場合

予定価格の７５％～９０％ 下記の①～④合計額×１．０５ 予定価格の７０％～９０％の範囲

①直接工事費 × ９５％
②共通仮設費 × ９０％

③現場管理費 × ８０％

④一般管理費等 × ５５％

【設定範囲】 【算定式】 ※算定式によるもののほか決裁権者が定める場合

予定価格の２／３～９０％ 下記の①～④合計額×１．０５ 予定価格の２／３～９０％の範囲

業種区分 ① ② ③ ④

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 諸経費×40％ －

建築コンサルタント業務 直接人件費の額 特別経費の額 技術料等経費×60％ 諸経費×60％

建設コンサルタント業務
直接人件費の額 直接経費の額 その他の原価×90％ 一般管理費等×30％

直接人件費の額 直接経費の額 技術経費×60％ 諸経費×60％

地質調査業務 直接調査費の額 間接調査費×90％ 解析等調査業務費×75％ 諸経費×40％

補償コンサルタント業務
直接人件費の額 直接経費の額 その他の原価×90％ 一般管理費等×30％

直接人件費の額 直接経費の額 技術経費×60％ 諸経費×60％

埼玉県

６ 低入札価格調査

低入札価格調査における失格判断基準

失格基準価格
による判定

・直接工事費×７５%
・共通仮設費×７５%
・現場管理費×７５%
・一般管理費等×５０%

上記合計額×1.05
＝失格基準価格

数値的判断基準
による判定

① 共通仮設費の４５%
② 現場管理費の３５%
③ 一般管理費等の３０%

本 調 査

・入札金額の決定理由
・入札金額の見積内訳書
・下請予定の状況
・縮減できた根拠資料
・健康保険等の加入状況

等

契約の追加条件
による判断

①主任（監理）技術者の専任
②追加技術者の配置
③契約保証金
（契約金額の約３割）の支払い
④瑕疵担保期間の延長（２倍）
⑤工事成績の確認
（過去１年間に「工事成績評定
に対する同意」を行って契約し
た工事の成績が８５点以上）

Page 34

『失格基準価格』
未満の者

①から③のいずれか
１つでも下回る者

適正な契約の履行が
見込めない者

①から⑤の条件の
いずれか１つでも

満たせない者

埼玉県



７ 低入札で追加となる契約条件

   低入札価格調査を経て契約する工事の契約条件

主任技術者の専任

契約保証金の増額

【通常の工事】
請負金額2,500万円以上の工事

【低入札の工事】金額に関
係なく全ての工事

【通常の工事】
・現場代理人
・主任（監理）技術者

【通常の工事】
請負金額の１０％

【低入札の工事】
請負金額の３０％

【低入札の工事で追加】
・追加技術者(主任(監理)技術者と同等
の資格を有し、これを補助する技術者）

瑕疵担保期間
の延長

【通常の工事】
１年(Co造建築等は２年)

【低入札の工事】
２年(Co造建築等は４年)
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工事成績評定
に対する同意

【通常の工事】
特に規定なし

【低入札の工事】
・８５点未満であった場合、その後１年間は
調査基準価格未満での契約締結はできない

追加技術者の専任

埼玉県

８ 追跡調査

   低入札価格調査を経て契約する工事の追跡調査（下請へのしわ寄せの防止対策）

・低入札価格調査時との乖離
・必要事項の記載状況
・支払い方法
・前払金の支払い状況

・請負代金等は元下合意のうえ
決定し、書面により契約を交
わしたか

・不当なしわ寄せはなかったか

主要な一次下請からの
聞き取り調査

着 手 時

・工事変更内容と下請契約変更
内容との整合

下請契約書（変更）の確認

・部分払い等の下請への支払状況

下請への支払状況の確認

・最終下請契約額と支払状況

施 工 中 完 了 後
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埼玉県

下請契約書、施工体制台帳
の確認

下請等への支払状況（精算）
の確認



２ 具体的な品質確保の取り組み

② 三者会議

三者会議の試行について

試行要領の策定

・平成２２年４月１日に埼玉県県土・都市整備部発注建設工事における三者会議の試行要領を策定
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埼玉県

(1) 構造計算を伴う重要構造物（橋梁等）を含む工事
(2) 設計条件で不確定な要素を有している工事
(3) 複雑な設計条件のある工事（地盤条件、水理条件、施工計画等）など

対象となる工事

試行の実績

・主な実施工事：橋梁（上下部工）、トンネル工事

担当者の声

○発注者が説明しきれない部分のフォローがあり、とても有効。

○今までは設計者に任意で協議に参加要請していたので、契約
して会議を運営できるは、とてもやりやすい。



彩の国 埼玉県 埼玉県県土整備部建設管理課埼玉県マスコット「コバトン」
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